
負荷軽減にむけた政策レベル検討事項の案
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宅建業者の業務負荷軽減のための施策 全体像
各社・業界団体の努力と国交省の働きかけにより改善に舵が切られているが、その価
値を最大化するためには、プロセス全体を見直すアプローチが求められている

出所 : GOGEN作成
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業務負荷低減を実現すべく国レベルで検討いただきたい事項
情報技術によって重要事項説明に関わる業務負荷を軽減すべく、電子契約の活用を
阻む対応の是正と、業務の補助にAIを活用可能な範囲をアナウンスすべきではないか

出所 : GOGEN作成



負荷軽減にむけた政策レベル検討事項の案①

地方公共団体における媒介契約書の取扱方針の統一
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重要事項説明関連業務 – 物件調査の負荷
重要事項説明を実施するためには、現地を含めた各所に対する調査業務と、取りまと
める説明書作成業務が必要であり、特に調査業務は大きな負担となっている

出所: 野村不動産ソリューションズ『住みかえガイド 売却編』p.8、不動産会社のミカタ『よくわかる不動産物件調査の流れ』、ノムコム『不動産売却の流れSTEP2 査定・物件の確認・調査について』、国土交通省『不動産取引における消費者への情報提供のあり方に関する調査検討委員会報
告書について - 資料３－１ 宅建業者アンケート 全体集計表』、不動産仲介事業者へのヒアリング、重説作成代行事業者へのヒアリングよりGOGEN作成
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役所調査の調査先と調査事項
不動産調査では、物件所在地の地方公共機関から多くの情報を取得する必要があるが、
調査事項や取得先は多岐にわたる上に、対応が統一されておらず効率化が難しい

注: 地方公共団体により名称や担当部署が異なる

出所：山本 健司(2023)『「全部自分でできる人」になる「不動産の仕事」大全』p.215、調査結果からGOGEN作成
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地方公共団体の対応が異なる調査事項の例 – 建築計画概要書
必要な情報をデジタルツールで閲覧できる地方公共団体もあれば、コピーも許可しない
ところもあり、不動産事業者はそれぞれの方針を確認のうえで調査を進める必要がある

出所 : 横浜市『建築・開発に関する証明・閲覧について』『インターネットでの建築計画概要書等の閲覧方法について』からGOGEN作成、さいたま市『建築計画概要書等の閲覧及び写しの交付、建築台帳記載事項証明書並びに道路位置指定図の写しの交付等について』、
神戸市『建築計画概要書等の閲覧・証明書発行』、入間市『建築計画概要書等の写し、建築台帳記載事項証明書の交付について』、桐生市『建築計画概要書等の閲覧について』よりGOGEN作成
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固定資産税に関する証明書の申請
個人情報の取得については、媒介契約書の特約に委任状を代替する内容を記載する
ことが一般的であり、多くの役所窓口が特約付きの媒介契約書に対応している

出所 : 高松市『税務証明申請の委任状について』よりGOGEN作成 出所 : 不動産仲介事業者へのヒアリングよりGOGEN作成
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固定資産課税台帳の閲覧及び評価証明書の取得に関する国土交通省の照会・総務省の回答
国土交通省・総務省による通知が曲解され、地方公共団体の消極的な対応を後押し
することに繋がっている恐れがある

出所 : 国土交通省不動産・建設経済局不動産業課長『令和6年8月5日付け国不動第43号 宅地建物取引業者による固定資産課税台帳の閲覧及び評価証明書の取得について(照会)』、総務省自治税務局固定資産税課長『令和6年8月8日付け総税固第48号宅地建物取引業者による固定資産課税台帳
の閲覧及び評価証明書の取得について(回答)』、全宅連『【国土交通省・総務省】宅地建物取引業者による固定資産課税台帳の閲覧及び評価証明書の取得について』よりGOGEN作成
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地方公共団体の対応が異なる調査事項の例 – 固定資産税に関する証明書
地方公共団体独自のルールによって、宅建業法や関係省庁のアナウンスに則った運用
であっても、不動産事業者が調査を円滑に進めることができない場合がある

出所 : 東大和市『固定資産に関する証明が必要な方』、茨木市 『固定資産評価(公課)証明について』、調布市 『固定資産証明書交付申請(評価証明書等)』、船橋市『媒介契約書の特約事項に基づき固定資産評価額証明書等の交付申請をされる場合の留意事項』、東京都主税局『固定資産に関する証明等(23区内)【土地・家屋】宅地建物取
引業者』よりGOGEN作成

* 総務省の通知には原本と写しに関する記載はないが、媒介契約書の扱いにおいて地方公共団体ごとに対応が異なる点の参考情報として加えた
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Appendix 06にも参考情報
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東京都主税局の電子署名確認システム
電子契約への対応を進めたものの、独自の電子署名確認手法によって、デジタルを
利用した効率化に繋がらない恐れのある運用を始めた地方公共団体も存在する

出所 : 東京都主税局『固定資産に関する証明等 (23区内)【土地・家屋】宅地建物取引業者』『都税に関する証明等の電子申請 (LoGoフォーム) について』、不動産仲介事業者へのヒアリングからGOGEN作成
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PDF閲覧ソフトウェアによる電子署名・タイムスタンプ確認
多くのPDF閲覧ソフトウェアには署名検証機能が付属しており、専用のシステムを用
意せずとも電子署名を確認することができる

PDF閲覧ソフトウェアであるAdobe Acrobat Readerによる電子署名の確認イメージ

電子署名検証機能をもつソフトウェアの例

Adobe Acrobat Reader
無料

PDF-XChange Editor
無償ライセンスで当該機能の利用可能

JUST PDF
有料

Foxit PDF Editor
有料（無料のReaderは法人利用不可）

出所 : 千葉県 ちばDXポータル『電子契約に係る事業者向け説明会について - 電子契約事業者向け説明会 説明資料』、アドビサポート『PDF ファイルで電子署名を利用する方法 （Acrobat /Acrobat Reader）』、JustSystemsサポート『[サポートFAQ] 059149 PDFの電子署名を検証する』、FoxitJapan『ユーザーマニュアル -
Quick Guide Foxit PDF Editor for Windows』、独自調査結果からGOGEN作成

Appendix 07により詳細な署名パネルのイメージ有
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立会人型の電子契約サービスの「締結証明書」
紙で出力した場合でも締結済であることが確認しやすいように、運営会社が契約書
ごとの固有IDを記載した専用の証明書を発行できることが一般的である

出所 : 奈良県『電子契約サービス 締結済みファイルと合意締結証明書のDL方法』、静岡県『電子契約について 一般(公共事業以外) 事業者向け説明会資料』、鳥取県『電子契約サービスの運用開始について 操作説明資料』、DocuSignサポートセンター『差出人によるエンベロープの管理 完了証明書』よりGOGEN作成
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宅建業に関する書面の電子交付に関わる現実的な窓口対応の例
既に実施されているように、PDF閲覧ソフトウェアや締結証明書によって締結を
確認する手法が、現実的な対応となり得るのではないか

住宅ローンまたは不動産投資ローンを提供する都市銀行、地方銀行、ネット銀行、信用金庫、労働金庫、およびそのローン利用者、計100行分に対する電話またはメールでのヒアリング調査。2022年6月から2023年2月に実施。
不動産売買契約書が電子契約で締結されていた場合に何を用意すればローン申込に用いることが可能か、のみにフォーカスした調査であったため、対応の方法の詳細については必ずしも同じ粒度で全行から聴取できていない

出所 : 東京都水道局・横須賀市・昭島市へのヒアリング結果、都市銀行・地方銀行・ネット銀行・信用金庫・労働金庫・住宅ローン利用者へのヒアリング結果よりGOGEN作成
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窓口における媒介契約 (電子契約) の確認手法の案
書面 (記名・押印) の確認と同程度の信頼性をもたせながら、大きな負荷やリードタ
イムの増大なく確認する方法を、地方公共団体に対して紹介していくことが望ましい

出所 : GOGEN作成



© 2025 GOGEN Inc., GOGEN Consulting Unit 27

【提言①】地方公共団体における媒介契約書の取扱方針の統一
デジタル改革関連法に基づく宅建業法改正を有名無実化しないためにも、委任状の
代替として媒介契約書を確認する手段を、より具体的に提示すべきではないか

-規制改革推進会議 デジタル・ＡＩワーキンググループ 情報技術活用による宅建士の負荷低減の可能性拡大
出所 : GOGEN作成




